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☆☆ 当社の実績と今期予想当社の実績と今期予想（連結）（連結）
１．当社の実績と今期予想

配当額配当額 ・年間配当予想額 1株当たり5,000円（2,000円増配）予定

・連結業績等を考慮した配当方針により、2期連続増配予定

・年間配当予想額 1株当たり5,000円（2,000円増配）予定

・連結業績等を考慮した配当方針により、2期連続増配予定

【2007年3月期の取組み】

（単位：億円, [  ]内は対前年度増減率）

+1,764+6557,2366,581受 注 高

+189+80281201当 期 純 利 益

+330+98420321経 常 利 益

+332+75468392営 業 利 益

+928+5319,0728,541売 上 高

※2

③－②

※1

②－①
③2007年3月期

業績予想

②2006年3月期

実績

①2005年3月期

実績
区 分

[+19.3]

[+6.2]

[+30.7]

[+40.2]

[+10.2]

[+70.9]

[+78.6]

[+67.3]

[+10.0] [+24.4]

※1
・金融機関向けｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの拡
大や、製造・流通業界向けｼｽﾃﾑの
新規受注の拡大等による増収

※2
・各分野での売上拡大及びM&A・成
長施策の成果等の諸施策を想定

※1
・販管費率の上昇による利益減はあ
るものの、増収に伴う利益増、原
価率改善による利益増により増益

※2
・売上増に伴う利益増、ﾃﾞｰﾀ通信の
減価償却費等減による利益増、販
管費の減少等により増益見込み

※1
・中央省庁向け大規模ｼｽﾃﾑの更
改受注や法人分野における連
結子会社の拡大等

※2
・中央省庁向け大規模ｼｽﾃﾑ更改
受注や法人分野における連結
拡大等による増を想定

1

増収増益基調を拡大し、今期は中期経営計画を達成見込み増収増益基調を拡大し、今期は中期経営計画を達成見込み

※2007年3月期業績予想について、2007年1月に営業利益、経常利益、当期純利益の上方修正を実施
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お客様満足度ＮＯ．１お客様満足度ＮＯ．１お客様満足度ＮＯ．１

カスタマーバリューを向上させるシステム・サービスの提供カスタマーバリューを向上させるシステム・サービスの提供カスタマーバリューを向上させるシステム・サービスの提供

人人 財財 がが 育育 つつ 環環 境境 づづ くく りり

販販 売売 管管 理理 費費 のの 効効 率率 的的 なな 活活 用用

営 業 力 強 化営 業 力 強 化 Ｓ Ｉ 競 争 力 強 化Ｓ Ｉ 競 争 力 強 化

基基 礎礎 体体 力力 のの 向向 上上

成成 長長 施施 策策

積 極 的 な積 極 的 な
新商品・サービスの創造新商品・サービスの創造

☆☆ ＮＴＴＮＴＴデータグループの中期経営方針データグループの中期経営方針

２．中期経営方針
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【伸ばせ戦略】

【見極め戦略】 【シェア拡大戦略】

【新規市場創造戦略】

公共分野公共分野

金融分野金融分野

法人分野法人分野

成長（IT投資拡大）

成熟（IT投資維持）

既
存
（得
意
・強
み
と
す
る
分
野
）

新
規
（攻
め
つ
つ
あ
る
分
野
）

☆☆ 分野別分野別の戦略的位置の戦略的位置づづけけ

・大規模システムのリスクをとれる企業は少ない。

・共同型、全面アウトソーシングの需要は高い。

・業界共同システム等のノウハウを活かし個別金融機関に。
・中立性、マルチベンダの優位性で奪っていく。

・更改需要、周辺領域・新機能追加等、
伸びる部分はまだある

３．分野別の事業戦略
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☆☆ 分野別の分野別の受注受注高推移高推移 中期経営計画

（単位：億円）

7,507

9,000

2004年3月期
実績

2007年3月期
計画

[30%]

[30%]

[34%]

[6%]

[35%]

[30%]

[29%]

[6%]

6,581

2005年3月期
実績

2006年3月期
実績

7,236

[34%]

[30%]

[29%]

[7%]

公共分野

金融分野

法人分野

その他

(▲12.3%)
(+10.0%)

(+24.4%)

【【受受 注注 高高】】

[31%]

[23%]

[37%]

[9%]

３．分野別の事業戦略
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3,472 3,512 3,265 3,340

2,431 2,590 2,745 3,140

1,769 1,816 2,382
2,700

820

679
622793

0

1,000
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7,000

8,000
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10,000

☆☆ 分野別の売上高推移分野別の売上高推移 中期経営計画

（単位：億円）

8,467

10,000

2004年3月期
実績

2007年3月期
計画

[31%]

[27%]

[34%]

[8%]

[29%]

[21%]

[41%]

[9%]

[31%]

[21%]

[41%]

[7%]

8,541

2005年3月期
実績

2006年3月期
実績

9,072

[30%]

[26%]

[36%]

[8%]

公共分野

金融分野

法人分野

その他
(+0.9%)

(+6.2%)

(+10.2%)

【【売売 上上 高高】】

３．分野別の事業戦略
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公共分野公共分野

金融分野金融分野

法人分野法人分野

☆☆ 分野別取組み状況分野別取組み状況

06年3月期⇒07年3月期06年3月期⇒07年3月期

06年3月期⇒07年3月期06年3月期⇒07年3月期

06年3月期⇒07年3月期06年3月期⇒07年3月期

受注高：2,470億円⇒2,730億円 売上高：2,745億円⇒3,140億円受注高：2,470億円⇒2,730億円 売上高：2,745億円⇒3,140億円

大規模アウトソーシングの獲得や地方銀行様向けビジネスの拡大等により、
受注高、売上高ともに順調に成長見込み

大規模アウトソーシングの獲得や地方銀行様向けビジネスの拡大等により、
受注高、売上高ともに順調に成長見込み

受注高：2,086億円⇒3,060億円 売上高：3,265億円⇒3,340億円受注高：2,086億円⇒3,060億円 売上高：3,265億円⇒3,340億円

中央省庁関係は大規模システムの端境期のため、売上高が減少していたが、
最適化計画の実施等により、受注高・売上高とも回復基調へ

中央省庁関係は大規模システムの端境期のため、売上高が減少していたが、
最適化計画の実施等により、受注高・売上高とも回復基調へ

受注高：2,203億円⇒2,650億円 売上高：2,382億円⇒2,700億円受注高：2,203億円⇒2,650億円 売上高：2,382億円⇒2,700億円

製造・流通業界を中心とした取組み強化や積極的な資本提携の推進などによ
り飛躍的な成長を達成見込み

製造・流通業界を中心とした取組み強化や積極的な資本提携の推進などによ
り飛躍的な成長を達成見込み

大規模システムの確実な更改受注による収益基盤の確保

新たな情報化投資への取組み分野の選択と集中

大規模システムの確実な更改受注による収益基盤の確保

新たな情報化投資への取組み分野の選択と集中

基幹システム等の受託による特定優良顧客の深耕によるシェア拡大

Ｍ＆Ａ戦略の積極的な展開による重点業種/業務のリソースの獲得

基幹システム等の受託による特定優良顧客の深耕によるシェア拡大

Ｍ＆Ａ戦略の積極的な展開による重点業種/業務のリソースの獲得

基幹系ビジネス、決済ネットワークの更なる拡大

情報系・周辺系システムの業態横断的な展開と、新たな柱の構築

基幹系ビジネス、決済ネットワークの更なる拡大

情報系・周辺系システムの業態横断的な展開と、新たな柱の構築

事業環境認識事業環境認識
公共予算全体は縮小傾向だが、「IT新改革戦略」の策定、最適化計画への

対応等で、新たな情報化投資、システム開発需要到来

公共予算全体は縮小傾向だが、「公共予算全体は縮小傾向だが、「ITIT新改革戦略」の策定、最適化計画への新改革戦略」の策定、最適化計画への

対応等で、新たな情報化投資、システム開発需要到来対応等で、新たな情報化投資、システム開発需要到来

事業環境認識事業環境認識
業績回復に伴い、企業のIT投資意欲は増加傾向であり、特に、企業構造の

変化、競争力強化に向けたIT投資が拡大傾向

業績回復に伴い、企業の業績回復に伴い、企業のITIT投資意欲は増加傾向であり、特に、企業構造の投資意欲は増加傾向であり、特に、企業構造の

変化、競争力強化に向けた変化、競争力強化に向けたITIT投資が拡大傾向投資が拡大傾向

事業環境認識事業環境認識
業績回復に伴い、IT投資意欲は増加傾向であり、投資の質は戦略的IT投資

分野へシフト

業績回復に伴い、業績回復に伴い、ITIT投資意欲は増加傾向であり、投資の質は戦略的投資意欲は増加傾向であり、投資の質は戦略的ITIT投資投資

分野へシフト分野へシフト

３．分野別の事業戦略
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☆☆ 最適化計画の進捗状況（主なシステムの受注状況）最適化計画の進捗状況（主なシステムの受注状況）

7

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

▲2008.1 統合実施

社会保険
オンライン
システム

社会保険
オンライン
システム

通関情報処理
システム
（NACCS)

通関情報処理
システム
（NACCS)

官庁会計
システム
（ADAMS)

官庁会計
システム
（ADAMS)

厚生労働省
システム

厚生労働省
システム

2010年

記録管理システムの更改
データセンタ統合

（記録管理・基礎年金番号管理システム）

記録管理システムの更改
データセンタ統合

（記録管理・基礎年金番号管理システム）

▲2006.8
基本設計業務
開札

▲2006.9 開札 ▲2008
Sea-NACCS
サービス開始

次期官庁会計事務データ通信システムの
設計・開発

次期官庁会計事務データ通信システムの
設計・開発 ▲2009

ｻｰﾋﾞｽ開始
▲2006.8 開札

▲2006.9 開札

▲2010
サービス開始

▲2009
Air-NACCS
サービス開始

次期監督・安全衛生等業務システムの設計・開発次期監督・安全衛生等業務システムの設計・開発

次期労災保険給付業務システムの設計・開発次期労災保険給付業務システムの設計・開発

運用・保守運用・保守

次期航空貨物通関情報処理システム（Air-NACCS)の
設計・開発

次期航空貨物通関情報処理システム（Air-NACCS)の
設計・開発

次期海上貨物通関情報処理システム
（Sea-NACCS）の設計・開発

次期海上貨物通関情報処理システム
（Sea-NACCS）の設計・開発

運用・保守運用・保守

・適用業務ソフトウェア
・徴収業務ソフトウェア

▲2008.10
公的年金と医療保険の分離

▲2011.1
ｻｰﾋﾞｽ開始

次期記録管理
システム

基本設計業務

次期記録管理
システム

基本設計業務

３．分野別の事業戦略
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※ＢｅＳＴＡ（ＮＴＴデータ次世代標準バンキングアプリケーション）
当社が開発した業態を超えて共通的に適用可能なバンキング・アプリケーション

ＳＢＫ（ｼｽﾃﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ九州）

ＳＴＡＲシリーズ

その他（単独）

３行共同利用

地銀共同センター

地銀・第二地銀地銀・第二地銀 110110行の基幹系システムについて行の基幹系システムについて
当社が当社が3131行を獲得し、トップシェア！行を獲得し、トップシェア！

☆☆ 地銀ビジネスの拡大地銀ビジネスの拡大

・11行が参加表明
・6行についてサービス開始済み

茨城銀行

東北銀行

岩手銀行荘内銀行

長野銀行

富山銀行

東京都民銀行
千葉興業銀行

愛知銀行
神奈川銀行

福井銀行

京都銀行

但馬銀行

池田銀行

宮崎太陽銀行

豊和銀行 四国銀行

南日本銀行

長崎銀行

佐賀共栄銀行

熊本ファミリー銀行

福岡中央銀行
西日本シティ銀行

北海道銀行

北陸銀行

横浜銀行近畿大阪銀行

もみじ銀行

仙台銀行

青森銀行

・8行にサービス提供中

・横浜銀行・ほくほくﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ
BeSTAをベースに、次期基幹系
の共同システムを開発予定

・九州地域の銀行7行にサービス
提供中

・2行に対し提供中

※現在サービスご利用中又は
参加表明いただいている銀行

３．分野別の事業戦略
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ﾒﾃﾞｨｱ
情報ｻｰﾋﾞｽ

ﾌﾟﾛｾｽ型
製造業

（医薬・食品）

流通
（小売・卸）

テレコム
組立型製造業
（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
・自動車）

決済

鉄道
航空

IT基盤

経営管理

製品情報

販売・生産・調達

顧客サービス

アフターサービス

ｴﾈﾙｷﾞｰ

重点

業種

重点

業務

新しいコーポレートガバナンス対応（グループ経営、内部統制／新しいコーポレートガバナンス対応（グループ経営、内部統制／日本版日本版ＳＯＸ法対応）ＳＯＸ法対応）

ＩＴケイパビリティ／ＩＴセキュリティ／ＩＴケイパビリティ／ＩＴセキュリティ／ITITマネジメント／マイグレーションマネジメント／マイグレーション

企業間企業間連携による連携による
次世代取引マネジメントシステム次世代取引マネジメントシステム

モバイル、ユビキタスの活用による次世代顧客マネジメントシステムモバイル、ユビキタスの活用による次世代顧客マネジメントシステム

ビリングソリューション

ＥＲＰソリューション／ＨＣＭソリューション

モバイル、ユビキタスの活用による次世代モバイル、ユビキタスの活用による次世代決済ソリューション決済ソリューション

ＩＣカード／モバイル決済ソリューション

ＰＬＭ
ソリューション

ＣＲMソリューション

☆☆ 法人分野の重点業種／業務と重点ソリューション法人分野の重点業種／業務と重点ソリューション

ＳＣＭソリューション

ビリング

３．分野別の事業戦略
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☆☆ Ｍ＆ＡＭ＆Ａ戦略（戦略（ＩＴパートナーＩＴパートナー等）等）

４．重点施策の進捗状況

・業務・技術ﾉｳﾊｳ等の獲得
・旧親会社のSIｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ獲得
・旧親会社との協業による新規ﾋﾞｼﾞﾈｽ拡大

・業務・技術ﾉｳﾊｳ等の獲得
・旧親会社のSIｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ獲得
・旧親会社との協業による新規ﾋﾞｼﾞﾈｽ拡大

情報子会社

（ＩＴﾊﾟｰﾄﾅｰ）

情報子会社

（ＩＴﾊﾟｰﾄﾅｰ）

ＩＴｻｰﾋﾞｽ会社ＩＴｻｰﾋﾞｽ会社

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾟﾚｰﾔｰｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾟﾚｰﾔｰ

NTTデータウェーブ（JT)
NTTデータ三洋システム（三洋電機）
NTTデータビジネスブレインズ（日本板硝子）
NTTデータアイテック（セイコーインスツル）
NTTデータセキスイシステムズ（積水化学工業）
NTTデータファイナンス・ソリューション
（NTTファイナンス）
NTTデータテラノス（近畿日本ツーリスト）

NTTデータウェーブ（JT)
NTTデータ三洋システム（三洋電機）
NTTデータビジネスブレインズ（日本板硝子）
NTTデータアイテック（セイコーインスツル）
NTTデータセキスイシステムズ（積水化学工業）
NTTデータファイナンス・ソリューション
（NTTファイナンス）
NTTデータテラノス（近畿日本ツーリスト）

NTTデータエンジニアリングシステムズ
（旧 日立造船情報システム）

NTTデータエンジニアリングシステムズ
（旧 日立造船情報システム）

スミス
ザカティーコンサルティング

スミス
ザカティーコンサルティング

Cap Gemini S.A.[提携案件]
The Revere Group,Ltd.

Cap Gemini S.A.[提携案件]
The Revere Group,Ltd.

戦略区分（対象） 主な実績狙い・位置付け

・顧客基盤の拡大
・基盤系技術、特定技術（組み込みｿﾌﾄ等）の
ﾉｳﾊｳの獲得

・顧客基盤の拡大
・基盤系技術、特定技術（組み込みｿﾌﾄ等）の
ﾉｳﾊｳの獲得

・戦略的課題解決型ＩＴｺﾝｻﾙ能力の強化
・提案営業力の強化

・戦略的課題解決型ＩＴｺﾝｻﾙ能力の強化
・提案営業力の強化

・日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の海外拠点ｻﾎﾟｰﾄ強化・日系ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の海外拠点ｻﾎﾟｰﾄ強化

■ 従来の情報子会社を中心としたＭ＆Ａから、ＩＴサービス会社、コンサルティング会社、
グローバルプレーヤーのＭ＆Ａへ拡大

■ 情報子会社のＭ＆Ａについても、これまでの製造業に加え、流通業、サービス業等へ対象を
拡大

10
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☆☆ Ｍ＆Ａ戦略（ＩＴパートナー等）の進捗状況等Ｍ＆Ａ戦略（ＩＴパートナー等）の進捗状況等

※ 連結貢献額とは、その年度の連結売上として計上した金額

◆ 連結実績

◆ シナジー効果（協業・連携ﾋﾞｼﾞﾈｽの具体例）

560億円390億円310億円40億円連結貢献額

2社

2003/3

10社4社4社連結会社数

2006/32005/32004/3区分

・旧親会社で培った業務ﾉｳﾊｳや運用保守ﾉｳﾊｳを確立し、
NTTﾃﾞｰﾀSIﾋﾞｼﾞﾈｽへ展開

0 20 40 60 80 100 120

■売上高（出資以降の増加率）

■外販売上高（出資以降の増加率）

32%up
出資以降の

増加率

ｳｪｰﾌﾞ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ

ｱｲﾃｯｸ

（%）

＜主な個社別状況＞

出資後3年目

出資後3年目

出資後4年目162%up

72%up

30%up

・製造業Ｆ社

・化学製造Ｄ社
・研究所Ｅ

・大手流通Ｃ社

・交通系Ｂ社

・製造業Ａ社

ｾｷｽｲｼｽﾃﾑｽﾞ

ｳｪｰﾌﾞ 基幹ｼｽﾃﾑ構築

在庫管理（RFID）

官公庁実験

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ

会計ｼｽﾃﾑｱｲﾃｯｸ

会計ｼｽﾃﾑ

運用ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ
三洋ｼｽﾃﾑ

ｾｷｽｲｼｽﾃﾑｽﾞ

■投資効率

2006年3月期 営業利益：39億円

連結対象会社の累計出資額： 134億円

170

～～

～～

～～

～～

0 20 40 60 80 100 120

43%up
出資以降の

増加率

ｾｷｽｲｼｽﾃﾑｽﾞ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ

ｱｲﾃｯｸ

（%）

＜主な個社別状況＞

出資後3年目

出資後3年目

出資後2年目133%up

70%up

70%up

140

～～

～～

～～

～～

４．重点施策の進捗状況

11
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☆☆ 成長施策の進捗状況等成長施策の進捗状況等

150 150

80

170

15

300

10

120

200

0

50

100

150

200

250

300

350

2005年3月期実績 2006年3月期実績 2007年3月期計画

成
長
施
策
費

成
長
施
策
関
連

受
注
高

成
長
施
策
関
連

売
上
高

(単位：億円）

４．重点施策の進捗状況

＜2007年3月期における受注・売上獲得に向けた主な取組み＞

■先進的ソリューション・サービスの開発
・モバイル/ＩＣカード活用による新しいサービス

・位置情報活用サービス

・オーダーメイド医療実現化プロジェクト 等

■次世代基幹システム構築基盤の開発、整備
・ＰＯＲＴＯＭＩＣＳの信頼性検証など基盤開発・整備

・フルＯＳＳシステムの開発基盤の構築、サポート体制充実 等

12
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☆☆ グローバルビジネスグローバルビジネスへの取組みへの取組み

2006年3月期末時点の拠点数

Capgemini等とのアライアンス

欧州圏

当社拠点：１

当社拠点：９

アジア圏
当社拠点：５

北米圏

55
81 83

14

57

0

50

100

150

200

2005年3月期実績 2006年3月期実績 2007年3月期計画

海外拠点の売上高の推移

140

95

55

（単位：億円）

M&A
（前期実施分)

４．重点施策の進捗状況

～ 日系グローバル企業へのサポートを軸とした拠点の確立 ～～～ 日系グローバル企業へのサポートを軸とした拠点の確立日系グローバル企業へのサポートを軸とした拠点の確立 ～～

これまでの取組みこれまでの取組み
・グローバル企業とのアライアンス（Capgeminiとの提携）
・北米におけるビジネス拠点の強化（Ｒｅｖｅｒｅ社の買収等）
・中国、アジアにおけるビジネス拠点の確立

・グローバル企業とのアライアンス（Capgeminiとの提携）
・北米におけるビジネス拠点の強化（Ｒｅｖｅｒｅ社の買収等）
・中国、アジアにおけるビジネス拠点の確立

今後の取組み今後の取組み
・北米及び欧州、アジアでの中堅ＳIerの買収等による拠点の拡大

（将来的には、現地企業向けビジネスの拡充）

・北米及び欧州、アジアでの中堅ＳIerの買収等による拠点の拡大
（将来的には、現地企業向けビジネスの拡充）

13



Copyright© 2007 NTT DATA CORPORATION

【2005年5月時点】

240

470

710

・成果の現れる
時期が後ずれ

1,700

240

▲200

710 880
700

140

120

220

600

250

400

8,541

10,000 10,000

・成長施策やM&Aの
副次的効果により
ﾍﾞｰｽﾋﾞｼﾞﾈｽ部分
も増加

（単位：億円）
【2006年5月時点】

成長施策
Ｍ＆Ａ(新規）40

Ｍ＆Ａ

・データ通信サービス
一括払の影響

ﾍﾞｰｽﾋﾞｼﾞﾈｽ
の成長

５．中期経営目標達成に向けた目論見

2005年3月期

実績

2006年3月期

実績
2007年3月期

計画

2007年3月期

計画

8,300
2005年3月期

当初業績予想値

☆☆ 売上高目標達成の内訳売上高目標達成の内訳

9,072

170

ﾍﾞｰｽﾋﾞｼﾞﾈｽ
の成長

Ｍ＆Ａ
(前期実施分）

350

14

2007年3月期

計画

1,110

350

200
成長施策

10,000

710

400

【2007年1月現在】
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・増収に伴う利益増 [+24]
（増収 531億円 × 前期営業利益率 4.6％）

・原価率改善による利益増 [+65]

・販管費率の上昇による利益減
[▲13]

等により増益

☆☆ 中期経営計画達成に向けた利益推移と目論見中期経営計画達成に向けた利益推移と目論見

597

（単位：億円）
収益イメージ

800(修正）

392

468

2007年3月期2006年3月期2005年3月期2004年3月期
実績 実績 実績 計画

◆ 営業利益

・飛躍的な成長に向けた成長施策費
[▲150]

・先行投資案件の費用負担 [▲100]
（金融機関向け共同利用型システム）

等により減益

・M&Aや成長施策等の売上高
増加に伴う利益増 [+150]

・ﾃﾞｰﾀ通信の減価償却費等減
による利益増 [+100]

・販売管理費の減 [+30(当初)
+80(修正)]

等により増益

５．中期経営目標達成に向けた目論見

15

300

400

500

600

700

800

750(当初）
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ご注意

本資料に含まれる将来の予想に関する記載は、現時点に
おける情報に基づき判断したものであり、今後、日本経済
や情報サービス業界の動向、新たなサービスや技術の進
展により変動することがあり得ます。
従って、当社グループとして、その確実性を保証するもので
はありません。


